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コワーキングスペースの実態調査：
2014 年度調査の分析結果

宇田　忠司・阿部　智和

1．本稿の目的

　本稿の目的は，コワーキングスペースの実態調
査に関する分析結果を記述することにある。コ
ワーキングとは，「働く個人がある場に集い，コ
ミュニケーションを通じて情報や知恵を共有し，
状況に応じて協同しながら価値を創出していく働
き方」を意味する（宇田 , 2013）。また，コワー
キングスペースとは，コワーキングを実践する個
人が物理的に共有するワークスペースを指す。
　このような働き方や働く場は，特定の企業内で
の労働や企業オフィスと比して，ワークスタイル
の柔軟性や交流するメンバーの多様性，場の開放
性の高さなどが期待されることから注目を集めて
いる。近年，わが国においてもコワーキングスペー
スが次々に開設されている。しかしながら，コワー
キングという働き方やコワーキングスペースとい
う働く場に関する現状は十分には理解されていな
い。国内のコワーキングスペースに関する実態報
告も，主として名古屋地域のスペースを対象とし
た中村（2013）や埴淵（2014），われわれの調査
にもとづく記述統計の報告（阿部・宇田・平本 ,
2015）など少数にとどまっている。そこで，本
稿では，関連する領域の研究者はもちろん，スペー
スの運営責任者や業界に参入を試みる者の実践に
資するように，質問票調査で得られたデータに解

釈を加え，国内のコワーキングスペースをめぐる
実態をさらに詳細に記述していく。

2．データ・セット

　本稿で利用するデータ・セットは，われわれが
独自に実施した質問票調査から得られたデータに
もとづいている。実施期間は 2014年 7月 28日
から 9月 3日の 38日間である。インターネット・
リサーチ会社のサービスを利用し，ウェブ調査を
行った。
　質問票調査の対象は，われわれが作成したコ
ワーキングスペースのリストに依拠している。対
象となったのは，国内で稼動している施設の全数
に近い（2014年7月時点）と考えられる365スペー
スである。このうち，191スペースの回答を得た
（回収率は 52.3％である）1）。欠損値や異常値のあ
る回答を取り除き，分析に利用したのは 190で
ある 2）。なお，質問票への回答は運営責任者に依
頼している。

　＜研究ノート＞

【要　約】　本稿の目的は，質問票調査にもとづいて，国内のコワーキングスペースの実態を記述することである。
具体的には，まず，ウェブ調査を実施し，国内で稼働している施設の全数に近い（2014年 7月時点）と考えら
れる 365スペースのうち，191スペースから回答を得た（回収率 52.3％）。ついで，収集したデータを分析し，
①施設，②運営組織，③戦略，④活動，⑤利用者，⑥成果，という 6つの視点から相関分析の結果を示した。そ
のうえで，本調査にもとづくコワーキングスペースの実態に関する知見を提示した。
【キーワード】コワーキング，コワーキングスペース，相関分析

1）回答したスペースのリストについては，阿部・宇田・
平本（2015）を参照してほしい。
2）回答の一部に欠損値や異常値があった場合は，それら
を取り除き分析に利用している。そのため，後の分析にお
いて，必ずしも回答数が 190になるとは限らない。
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3.　相関分析から示唆される知見

　以下では実際の回答にもとづいて，6つのパー
トに分けて相関分析の結果を示していく 3）。すな
わち，①施設，②運営組織，③戦略，④活動，⑤
利用者，⑥成果，の 6点である。これらに注目す
ることで各コワーキングスペースの経営状況を把
握するうえで重要な側面を網羅できると思われる。

3.1　施設
　ここでは上述の着目点のうち，①施設について
相関分析を行っていく。
3.1.1　面積・座席数
　まず，面積と座席数に関する相関分析を行
う。表 1に示されているように，コワーキングス
ペースの面積と座席数の間には相関関係が見られ
る（0.481，1%水準）4）。また，面積とパーティ

ション席数の間にも同様に相関関係が見られる
（0.374）。これらは，直感的には当然の関係のよ
うに思われる。しかし，図 1に示されるように，
面積が 150㎡までとそれ以降の傾きが異なる。す
なわち，それまでの傾きが急峻であるのに対して，
500㎡くらいまでは，傾きが緩やかになる。面積
の増加とともに座席数は緩やかに増加していくと
いう関係が確認される。ある一定の座席数（≒利
用者数）を越えたスペースでは，利用者の多様な
ニーズを満たすために，交流用のスペースや会議
室などの共用スペースを設置することをこの結果
は意味しているのかもしれない。
　面積とパーティション席数の関係について図 2
に示した。先に示した座席数の増加の場合ほどは，
面積との間に明確な関係は見られない。面積の増
加とともにパーティション席数も一定の値で増え
ていく，という関係が見られる。

3）本稿では，分析結果の解釈について，因果関係を想定
した記述を試みている。当然のことながら，相関分析の結
果をもとに，因果関係を論じることはできない。それゆえ，
本稿で示す知見について更なる分析を加え，因果関係に関
する考察を深める必要がある。ただ，これは今後の課題と
する。

4）以下では特段の断りがない限り，括弧内に記載されて
いる相関係数の有意水準は 1%である。5％水準や 10％水
準の場合には，その都度記載する。

表 1　面積との相関

図 1　面積と座席数の関係 図 2　面積とパーティション席の関係
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3.1.2　施設との関係
　①施設と②運営組織との関係を確認する。ここ
では，運営組織に関する項目のなかでも専業度に
注目している（表 1を参照）。専業度とは，コワー
キングスペースを専業で運営しているのか，別事
業を展開しながらスペース運営を副業として営ん
でいるのかを指す。この違いによってスペースの
面積に差異が見られるわけではない。専業の場合，
スペース運営そのものを事業として成立させなけ
ればならないことから，面積を広げ，座席数も増
やし，多くの利用者を求めることも考えられる 5）。
そのため，この結果は運営責任者にとっては想定
と異なるものかもしれない。
　次に，①施設と③戦略の相関分析の結果を確認
する。採算性を重視する方針を取っているからと
いって，スペースの面積を広げるというわけでも
ない。ただし，採算性と座席数の間には相関関係
が見られる（0.240）。すなわち，採算性を重視す
る場合，可能な限り座席数を増やし，多くの利用
者を求めている，ということが想定される。

3.2　運営組織
　ここでは，運営組織に関する項目の中で，運営
責任者の労働時間・日数と運営に携わるスタッフ
数に注目する。運営責任者の 1日あたりの平均労
働時間は 7.01時間，1週間の平均労働日数は 4.75
日であり，運営に携わるスタッフ数の平均は 4.89
人，全体の約 70%のスペースが 5人以下で運営
されている（阿部・宇田・平本，2015）。これら
の項目について，①施設と②運営組織，③戦略，
⑤利用者に関する項目との相関を検討した。言及
に値すると考えられる結果は下記の通りである。
なお，表 2には労働時間・日数との相関，表 3に
はスタッフ数との相関が示されている。

　①施設に関する項目と労働時間・日数とスタッ
フ数について次の結果を得られた。面積および座
席数と労働時間・日数の相関は見られなかった。
面積や座席数が増えるあるいは減るからといっ
て，労働時間・日数は共変せず，スペース間で大
きな差がないことが示唆される。スペースの面積
とスタッフ数には相関は見られなかった。ただ，
係数は 0.131（10%水準）であり，弱い相関が成
立しうるともいえる。一方，座席数が増えるほ
ど，スタッフ数が増えるという傾向にある。係数
は 0.290とやや強い相関が見られることから，面
積よりも座席数がスタッフ数とより深く結びつい

5）面積を広くすれば賃料も上昇するはずである。そのため，
採算性を重視すると広いスペースを運営することを回避す
るのかもしれない。ただし，賃料以外の固定費には，運営
責任者を含むスタッフの人件費がある。人件費は運営時間
に比して増加すると考えられるが，面積の増加ほどには増
加しないものと思われる。これらのことを踏まえても，ス
ペース運営を専業とする場合，面積を広くするということ
もありうるはずである。

表 2　労働時間との相関

表 3　スタッフ数との相関
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ているといえる 6）。こうした関係は図 3に示され
ている。
　②運営組織に関する項目のなかで，労働時間・
日数とスタッフ数の間の相関分析を行った結果，
関係は見られない。スタッフ数が多いからといっ
て，運営責任者の労働時間が減少するわけではな
く，スペースの活動に長時間携わっていることが
示唆される。
　③戦略に関する項目とスタッフ数について次の
ような結果を得られた。スペースが所在する地域
（0.182，5%水準）や他企業（0.230），公的機関
（0.215）と連携しているほど，運営に携わるスタッ
フ数が多い。他企業や公的機関の連携の程度と運
営に携わるスタッフ数については，やや強い相関
が見られるが，地域との連携の程度とスタッフ数
とについては，強くはないものの相関が示唆され
た。一方で，近隣および遠隔のコワーキングス
ペースや行政，NPOとの連携の程度とスタッフ
数には相関が見られない。ただ，これは，そもそ
も近隣および遠隔のスペースと全く連携していな
いスペースが，それぞれ約 37%と約 33%, 行政
と全く連携していないスペースが全体の約 38%，
NPOと全く連携していないスペースが全体の約
44%に上るためと考えられる（阿部・宇田・平本，
2015）。このことを踏まえると，外部と連携する
ことで，業務量が増大し，結果的に増員している
という説明を試みることはできる 7）。
　⑤利用者に関する項目とスタッフ数について
は，利用者数が多いほど，運営に携わる人員数が
多いという傾向が見られた。これは，係数が 0.493
と強い相関が示唆されており，利用者の増加に対
応するために，スタッフ数を増員していると考え
られる 8）。

3.3　戦略
　戦略の項目に関しては，戦略間の相関のみに注
目を向けている。具体的には，他組織との連携と
運営方針の 2つに分けて相関関係を確認してい
く。
3.3.1　連携の方針
　表 4には，コワーキングスペースの運営方針に
ついて尋ねた 10項目の相関が示されている。す
なわち，①近隣のコワーキングスペースは事業上
のライバルである，②近隣のコワーキングスペー
スと連携している，③近隣ではないコワーキング
スペースと連携している，④コワーキングスペー
スが所在する地域と積極的に関わっている，⑤他
企業と連携している，⑥行政と連携している，⑦
NPOと連携している，⑧専門学校や大学，病院
などの公的機関（以下，公的機関と略）と連携し
ている，⑨コワーキングスペース単体での採算性
を重視している，⑩コワーキングスペースにおけ
るコミュニティ形成を重視している，の 10項目
である。
　連携に関する項目（上記質問項目の②から⑧に
対応）に着目すると，程度の差はあれ，項目間全
てに相関関係が見られる。このことは，他のコワー
キングスペースと連携している場合，他の機関と

8）この関係は一見すると当然のように思われるが，利用
者の増加とともにスタッフの負担が 1次関数的に増えると
はいえない。なぜなら，先の注釈 6でも言及したように，
コワーキングスペースの場合，受付などの業務が主であり，
飲食業のようにすべての顧客に個別対応する機会は極めて
少ないからである。

図 3　座席数とスタッフ数の関係

6）このように，座席数の増加とともに運営に携わる人員
が一定の割合で増えるのは，必ずしも当然と言える関係で
はないと思われる。なぜなら，コワーキングスペースの場
合，飲食業のように個別に接客するわけではなく，受付等
が主要な業務であるため，座席数に応じて増員する必要性
が低いと思われるからである。
7）これについては，運営に携わるスタッフ数が多い結果
として，外部との連携が可能になっているという説明も可
能である。
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も連携していることを意味している。ここでは，
顕著な傾向が見られるものについてのみ言及して
おく。まず，近隣のコワーキングスペースと連携
している場合には，遠隔のコワーキングスペース
とも連携する傾向が見られる（0.459）。つまり，
こうしたスペースは様々なコワーキングスペース
を結び付けるハブとして機能していることが示唆
される。また，近隣のコワーキングスペースと連
携していると，地域（0.246），他企業（0.249），
行政（0.303），NPO（0.286），公的機関（0.166，
5%水準）とも連携していることが示唆される。
　また，他企業，行政，NPO，公的機関のいず
れかの主体と連携しているスペースは，残りの 3
つの主体とも連携が深い，ということが特徴的で
ある。
3.3.2　運営方針
　表 4にはコワーキングスペースの運営方針も示
されている。近隣のコワーキングスペースをライ
バルと回答しているスペースは，本調査で対象と
したあらゆる主体との間に連携関係を有していな
いことが示唆される。近隣のコワーキングスペー
スをライバルと思っている場合，採算性を重視す
る傾向もある（0.372）。こうした傾向は，コワー
キングスペース間の競争が厳しく，他のスペース
よりも優位に立とうとしていることを反映してい
ると思われる。

　また，運営責任者たちがコミュニティ形成を重
視している場合，地域（0.383），行政（0.274）
などとの連携が深い傾向にある。このことからは，
スペース内でのコミュニティ形成を重視している
運営責任者は，スペース外の地域や行政との協力
関係を構築し，より地域に根差したコミュニティ
を形成しようとしていることが示唆される。採算
性を重視している場合，他の主体と連携する傾向
は強くない。なお，コミュニティ形成重視と採算
性重視という 2つの方針は，一見すると相反する
方針のように思われるが，必ずしも相反するもの
ではない（0.164，5%水準）。

3.4　活動
　ここでは，スペース運営に関する活動のなかで
も，スペースにて開催されるイベントの回数とイ
ベントについての運営責任者の見解に注目して相
関分析を行う。
3.4.1　イベントの数
　イベントの数については，1ヶ月の平均回数を
質問している。その結果，平均は 5.51回，中央
値は 4であったため，概ね 1週間に 1回程度の
ペースで開催されていると推察できた（阿部・宇
田・平本 , 2015）。この項目について，①施設と
②運営組織，③戦略，④活動，⑤利用者，⑥成果
に関する項目との相関を検討した（表 5を参照）。

表 4　連携方針の相関
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言及に値すると考えられる結果は下記の通りであ
る。
　①施設に関する項目とイベント数については，
スペースの面積とイベント数には相関が見られな
いものの，座席数が増えるほど，イベント数が増
える傾向にある。この関係は，係数が 0.176（5%
水準）と高くはないものの相関が示唆された。
　②運営組織に関する項目とイベント数について
は，次の結果を得られた。運営主体がコワーキン
グスペース事業以外で営む事業数が少ないほど，
イベント数は多い。この関係は，係数が -0.158（5%
水準）と高くはないものの，相関が示唆された。
スペース事業への専業度が高いほど，イベントが
頻繁に開催されていると考えられる。
　また運営責任者の 1日あたりの労働時間が長い
ほど（0.247），運営責任者の 1週間あたりの労働
日数が長いほど（0.242），イベント数は多い。ど
ちらの項目についてもイベント数との間でやや強
い相関が見られた。労働時間が長ければ物理的に
イベントを開催する時間を確保することができる
と考えられる。ただ，イベントを頻繁に開催する

ことで，結果的に労働時間が長くなるという関係
も成立しうるため，解釈には注意を要する。なお，
運営責任者がスペースの運営に携わっている期間
とイベント数の間に相関はみられなかった。
　③戦略に関する項目とイベント数について，次
のような結果を得られた。コワーキングスペース
単体での採算性を重視しているほど，イベント数
は多い。この関係も，係数は 0.190と高くないも
のの，相関が示唆された。運営責任者が，意識的
あるいは無意識的に，イベント数が採算性の向上
に結びつくという想定をしている可能性がある。
コワーキングスペースにおけるコミュニティ形成
の重視の程度とイベント数の間に相関は見られな
い。スペースを起点とするコミュニティを形成す
るためにイベントを開催するケースは散見される
ため，この結果は運営責任者から見ると想定とは
異なるものであろう 9）。
　④活動に関する項目とイベント数について次
のような結果を得られた。イベントはスペース
にとって重要な収益源であると思っているほど
（0.212），またイベントの善し悪しはスペース運
営の重要課題であると思っているほど（0.144，
5%水準），イベント数は多い。イベントをきっ
かけにして，スペース外の人々との相互交流が促
進されると思っているほど（0.191），またスペー
ス内の利用者の相互交流が促進されると思ってい
るほど（0.147, 5%水準），さらに利用者数が増
えると思っているほど（0.256），イベント数は多
い。イベントの企画が利用者から提案されること
が多いほど（0.229），イベントの講師等を利用者
が務めることが多いほど（0.243），イベント数は
多い。どちらの項目についてもイベント数との間
でやや強い相関が見られた。この結果を踏まえる
と，運営責任者もしくはスタッフのマンパワーだ
けでは，イベントを頻繁に開催することは難しく，
イベント数の多いスペースは，企画や開催に利用
者が参画していることが示唆される。
　⑤利用者に関する項目とイベント数について，
特定の利用者層（組織人，フリーランスなど）が

9）ただし，10％水準での有意確率に注目すると，係数 0.124
で弱い相関が成立しうるともいえる。

表 5　イベント数との相関
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表 6　運営組織とイベントの相関

表 7　イベントと戦略の相関

利用者に占める割合とイベント数の間に相関は見
られないという結果を得られた 10）。
　⑥成果（売上を除く現状）に関する項目とイベ
ント数について次のような結果を得られた。利用
者間の相互交流を促進するために，運営責任者が
働きかけているほど，イベント数は多い。この関
係は，係数が 0.186と高くないものの相関が示唆
された。また，利用者がスペースを利用する理由
は運営責任者との交流であると運営責任者が思っ
ているほど（0.147，5％水準），イベント数は多
い。利用者どうしが自ら進んで名刺交換をするな
ど，交流をはかっている程度とイベント数の間に
相関は見られない 11）。
3.4.2　イベントに対する運営責任者の見解
　イベントに対する運営責任者の見解について，
5点尺度で 10の質問をしている。すなわち，①
イベントはスペースにとって重要な収入源であ
る，②イベントをきっかけにして，スペース外の
人々との相互交流が促進される，③イベントを
きっかけにして，スペース内の利用者の相互作用
が促進される，④イベントの善し悪しはスペース
運営の重要課題である，⑤イベントの企画は，運

営責任者自ら考えることが多い，⑥イベントの企
画は，利用者から提案されることが多い，⑦イベ
ントの講師等を，運営責任者自らがつとめること
が多い，⑧イベントの講師等を，利用者がつとめ
ることが多い，⑨イベントをきっかけにして利用
者が増える，⑩スペースにとってイベントは重要
である，の 10項目である。なお，⑤から⑧以外
の項目への回答は，回答者である運営責任者の認
識を示している 12）。
　これらについて，②運営組織，③戦略，④活動
に関する項目との相関を検討した。言及に値する
と考えられる結果は次の通りである 13）。
　③戦略に関する項目とイベントに関する見解に

12）各項目の平均値および標準偏差については表 8を参照。
13）運営組織に関する項目との相関については特筆して述
べるべき点はない（表 6参照）。

10）なお，この関係については，イベント数の増減に応じ
て特定の利用者の割合が増減するという因果関係も検討可
能である。いずれにせよ，相関は見られない。
11）ただし，10％水準での有意確率に注目すると，係数
0.127で弱い相関が成立しうるともいえる。
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ついて次のような結果を得られた。その結果は表
7に示されている。コワーキングスペース単体で
の採算性を重視している程度と，イベントは重要
であると思っている程度には相関が見られない。
コワーキングスペースにおけるコミュニティ形成
を重視しているほど，スペースにとってイベント
は重要であり（0.368），イベントを契機にスペー
ス内（0.361）およびスペース外（0.316）の人々
との相互交流が促進されると運営責任者は思って
いる。いずれもやや強い相関が見られることから，
上記の結果と合わせると，運営責任者は，イベン
トはスペース事業の採算性には結びつかないが相
互交流やコミュニティの形成にはつながると認識
していると考えられる。
　また，コワーキングスペースが所在する地域
（0.315），他企業（0.213），行政（0.303），NPO
（0.225），公的機関（0.151）と連携しているほど，
スペースにとってイベントは重要であると思って
いる。これらについては，全体的にやや強い相関
が見られるが，他方で，近隣あるいは遠隔のコワー
キングスペースとの連携の程度と当該項目（イベ
ントは重要）との間で相関は見られなかった。こ

のことから，スペースを取り巻く同業者以外の組
織や地域との連携を推し進めているほど，イベン
トを重要視していることが示唆される 14）。
　④活動に関する項目とイベントに関する見解に
ついて，表 8に示されている結果を得られた。イ
ベントを契機に，スペース内の利用者の相互交流
が促進されると思っているほど，スペース外の
人々との相互交流も促進されると運営責任者は
思っている。この関係は，係数が 0.674と強い相
関が見られた。運営責任者は，イベントはスペー
ス内部の相互交流の促進はもちろん，スペース外
の人々との相互交流の促進に結びつくと認識して
いると考えられる。
　イベントを契機にスペース内の利用者の相互交
流が促進されると思っているほど（0.529），また
イベントを契機にスペース外の人々との相互交流
が促進されると思っているほど（0.469），イベン
トを契機に利用者数が増えると運営責任者は思っ
ている。どちらも強い相関が見られることから，
運営責任者は，スペース内外を問わず相互交流が
促されれば，利用者数が増えると認識していると
読み解くことができる。

14）この結果は，イベントは利用者に対して多様な便益を
提供するために，スペース以外の主体と提携して行うとい
う傾向を示しているものと思われる。

表 8　活動に関する見解の相関



123
コワーキングスペースの実態調査：2014 年度調査の分析結果　宇田・阿部2015 . 3

15）コミュニティ形成を重視しているスペースの利用者の
内訳を見ると，ドロップインの割合が高いスペースと低い
スペースの 2極に分化する傾向にある。つまり，コミュニ
ティ形成を運営責任者が重視している場合，ドロップイン
利用者が大半を占めるスペースとなるか，もしくは，固定
会員が大半を占めるスペースになるという傾向が確認され
る。

3.5　利用者
　利用者に関する分析は，利用者数と会員の割合，
利用者の職種，利用時間の 4点に注目を向け進め
ていく。
3.5.1　利用者数
　ここでは，利用者数との関係について，①施設
と②運営組織，③戦略，④活動，⑤利用者そのも
のに注目を向ける。まず，利用者数に影響を与え
る要因について順に確認していく。
　①施設と利用者数の関係については以下のとお
りである。表 9に示されているように，スペー
スの面積と利用者数の間には相関がみられない
が，座席数とはやや強い結びつきが示唆される
（0.319）。ただ，図 4に示されているように，40
席超を境に利用者数の増加率が逓減している。
　②運営組織と利用者数の関係は以下のとおりで
ある。運営責任者の労働時間と利用者数との間に
は相関が見られない。つまり，運営責任者の労働
時間（すなわち，スペース開業時間）が増えたか
らといって，利用者が増加するわけではない。
　③戦略についても確認しておく。ここでは連携
の方針と採算性の重視の 2点に注目を向ける。他
企業（0.189），NPO（0.143，5％水準），公的機
関（0.189）と連携しているスペースは，利用者
数が多くなる傾向が見られる。スペース運営の方
針も利用者数との関係が見られる。採算性を重視
すると利用者が増加するという関係が成立するこ
とが示唆される（0.155，5%水準）。しかし，コミュ
ニティ形成の重視と利用者との間には相関関係が
見られない。すなわち，スペース内のコミュニティ
形成を進めても，利用者が増えるわけではないこ
とが示唆される 15）。
　④活動と利用者数との相関分析の結果は以下に
示すとおりである。分析の結果からは，イベント
も利用者に影響を与えていることが示唆される。

より具体的には，イベント回数（0.365）とイベ
ントのジャンル（0.299）が多いほど，利用者数
が多い。ただし，イベントの企画者や発案者が誰
であっても，利用者に影響を与えるわけではない
ことが示唆される。イベントは利用者増のきっか
けであるという項目と利用者数の間に相関は見ら
れない。つまり，スペースの運営責任者はイベン
トにより利用者が増えるとは考えていない。
　⑤利用者数が増えると，頻繁に利用する人の数
（いわゆる，ヘビー・ユーザー数）も増加してい
く（0.635）。ここで図 5を確認する。利用者数の
増加とともにヘビー・ユーザー数も増えていき，
その構成比は変わらないということが示されてい

表 9　利用者数との相関

図 4　座席数と利用者数の関係
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る。つまり，ヘビー・ユーザーの構成比は阿部・
宇田・平本（2015）で示したように，常に 3割
程度で推移するということである。
3.5.2　会員割合
　調査対象となったスペースの会員割合の平均
は，53.8％であった（阿部・宇田・平本 , 2015）。
会員の割合に影響を与えうる要因について以下で
注目を向けていく。なかでも，会員の割合に影響
を与える要因として，③戦略と④活動，⑤利用者，
⑥成果について検討を加える（表 10を参照）。
　③の戦略については，コミュニティの形成を重
視する場合，会員の割合が増加する可能性がある
ことが示唆される（0.172，5％水準）。
　④活動については，イベント回数やジャンルが
会員の割合に影響を与えるわけではないという点
は注目に値すると思われる。イベントは利用者や
会員（継続的な利用者）の増加には貢献していな
いことが示唆される。
　⑤利用者層については，利用者に占める学生
（-0.145，5％水準）や主夫・主婦（-0.165，5％
水準）の割合が増加すると，会員割合の割合は低
下する 16）。また，利用者の年齢構成に注目を向
けると，会員の割合と 40代の割合との間には正
の相関（0.179，5％水準），20代の割合には負の
相関が見られる（-0.202）。これらから，会員と
は 40代のフリーランスが主であると想定される。

　⑥成果と会員割合の相関では，スペース運営責
任者が抱くスペース運営に関する現状認識との相
関を確認しておく。利用者が名刺交換をするなど
して他の利用者と交流を図るようになると，会員
割合が高まる傾向が見られる（0.214）。
3.5.3　利用者の職種
　利用者そのものについても，本調査では質問を
している。ここでは利用者の職種について着目
する。質問票調査では，①学生，②組織人，③
フリーランス，④主婦・主婦，⑤その他の割合に
ついて合計で 100％になるように尋ねている。こ
こで表 11に注目する。組織人利用者とフリーラ
ンス利用者との間には強い負の相関が見られる
（-0.506）。ここでは割合を尋ねているため，ある
層の割合が増加すると他の層が減少する。しかし，
この 2つの利用者層の負の相関の強さは注目に値
する。組織人とフリーランスがともに同じコワー

16）また，有意確率 10％水準であるが，利用者に占める
フリーランスの割合が増えると，会員の割合が増加すると
いう傾向が見られる。

表 10　会員割合との相関

図 5　利用者数とヘビー・ユーザー数の関係
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キングスペースを利用するというわけではないの
である。
3.5.4　利用時間
　利用時間に関しては，①施設，②運営組織，⑥
成果との関係について相関分析を行う（表 12を
参照）。ここでは会員の利用時間について確認し
ていく。まず①のスペースの面積については，会
員利用時間の間には相関関係が見られる（0.224）。
この関係を図 6に示してある。
　②の運営組織については，運営責任者の労働時
間と年齢に焦点を当てる。運営責任者の労働時間
（1日）と利用時間にも相関関係がある（0.277）。
これは，利用者の要望に沿って，運営責任者がス
ペース営業時間を長くしているか，もしくは営業
時間が長いために会員の利用時間が長くなる，と
解釈できる。さらに運営責任者の労働時間（1日）
とドロップイン利用者の利用時間も相関している
（0.353）。

　また，運営責任者の年齢が高いほど，利用者の
利用時間が短くなる傾向にある（-0.184，5％水
準）。利用者との年齢差が開くと，利用者との交
流や情報共有が難しくなることに起因するのかも
しれない。
　⑥成果に関してはスペースの現状について検討
を加えておく。運営責任者が利用者間の相互交流
を促す（0.152，5％水準），利用者同士でも相互
交流が行われるようになると（0.224），会員の利
用時間が長くなる。ただし，運営責任者との交流
を期待しているという項目と会員の利用時間とは
無相関である。

3.6　成果
3.6.1　売上
　スペースの 1ヶ月の売上高の平均は約 50万円，
中央値は 20万で，全体の約 88%は売上が 100
万以下であった（阿部・宇田・平本 , 2015）。こ
の項目については，①施設から⑥成果に関する項
目との相関について検討した（表 13を参照）。言
及に値するものは次の通りである。
　①施設に関する項目と売上については次の結果
を得られた。スペースの面積が増えるほど，売上
は高い。この関係は，係数が 0.295とやや強い相

表 12　利用時間との相関

表 11　利用者層の相関

図 6　面積と会員利用時間の関係
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関が見られた。スペースそのものや設備等の固定
資産への投資を考えると，売上が高まったため，
増床するという事例はそう多くないと思われる。
それゆえ，広いスペースを選択し，売上を高める
ことを開設段階から志向していることが示唆され
る。座席数が増えるほど，売上は高い。この関係
は，係数が 0.528と強い相関が見られた。この関
係が図 7に示されている。面積ほどではないにせ
よ，開設後に座席数を大幅に増やすことは難しい
ため，座席数の多い大規模スペースほど，売上が
高い傾向にある。
　②運営組織に関する項目と売上については，次
の結果を得られた。コワーキングスペース事業以
外の事業数が少ないほど，スペース事業の売上が
高い。この関係は，係数が -0.228（5%水準）と
やや強い相関が見られた。スペース事業に専念し
ているほど，売上が高いことが示唆される。
　また，運営体制については，スペース運営に携

わるスタッフ数が多いほど，売上が高い。この関
係は係数が，0.736と非常に強い相関が見られた。
ただ，売上が高いからこそ，スタッフ数を拡大で
きるという解釈も可能である。運営責任者の労働
時間および日数と売上の間に相関は見られない。
また，運営責任者の年齢と売上の間に相関は見ら
れない 17）。運営責任者の運営歴が長いほど，売
上が高い。この関係は，係数が 0.204（5%水準）
とやや強い相関が見られた。ただ，売上が高いか
ら，事業を継続でき，結果的に運営歴が伸びてい
るという解釈も可能である。
　③戦略に関する項目と売上については，次の結
果を得られた。コワーキングスペース単体での採
算性を重視しているほど，売上が高い。この関係
は，係数が 0.211（5%水準）とやや強い相関が
見られた。スペースにおけるコミュニティ形成重
視の程度と売上の間に相関は見られない。
　また，他の組織や地域との連携の程度と売上の
間には全体的に結びつきが見られるが，それほど
強いとはいえない。他企業（0.255），行政（0.229,
5%水準），公的機関（0.258）との連携の程度と
売上の間にはやや強い相関が見られるが，近隣
および遠隔のコワーキングスペース 18），地域，

表 13　現状認識との相関

図 7　座席数と売上の関係

17）ただし，10%水準（ちょうど 5%）での有意確率に注
目すると，係数 -0.196と高くはないものの負の相関が成
立しうるともいえる。
18）ただし，10%水準での有意確率に注目すると，それ
ぞれの係数は 0.174と 0.193であり，弱い相関が成立しう
るともいえる。
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19）各項目の平均値および標準偏差については表 14を参
照。
20）この結果は，相互交流の充実を追求しないほうが，利
用者が増加すると解釈することもできると思われる。

NPOとの連携の程度と売上の間には相関が見ら
れない。コワーキングビザ jpのようなスペース
間の相互利用を促す仕組みやスペースあるいは地
域，行政とのイベントの共催などの連携事例は珍
しくないが，連携そのものが売上に強く結びつい
ていないことが示唆される。
　④活動に関する項目と売上については，イベン
トの回数が多いほど（0.278），またイベントのジャ
ンルが多岐にわたるほど（0.370），売上が高いと
いう傾向が見られた。どちらの項目もやや強い相
関が成立しているといえる。
　⑤利用者に関する項目と売上について，次の結
果を得られた。特定の利用者層（組織人，フリー
ランスなど）が利用者に占める割合と売上の間に
相関は見られない。利用者数が増えるほど，売上
が増える。この関係は，係数が 0.693と非常に強
い相関が見られた。会員およびドロップイン（一
時利用者）の 1日あたりの平均利用時間と売上の
間に相関は見られない。会員，非会員を問わず，
平均利用時間が伸びても売上に結びつかないこと
が示唆される。
　⑥成果に関する項目と売上について，次の結果
を得られた。利用者間の相互交流の促進にむけた
運営責任者の働きかけの程度および利用者間の相
互交流の程度と，売上の間には相関が見られない。
また，利用者間の協働を通じた，あるいは個々の
利用者による新規ビジネスやサービスの生成の程
度と売上の間には相関が見られない。
　会員売上比率と売上の間に相関は見られない。
会員の相対的割合を増やしても，売上増に必ずし
も結びつかないことが示唆される。
3.6.2　スペースに関する現状認識
　スペースの現状について，5点尺度で 10の質
問をしている。すなわち，①利用者どうしの相互
交流を促進するために，運営責任者が働きかけて
いる，②利用者どうしが自ら進んで名刺交換をす
るなど，交流を図っている，③利用者がスペース
を利用するのは，仕事がはかどるからである，④
利用者がスペースを利用するのは，運営責任者と
の交流を期待するからである，⑤利用者がスペー
スを利用するのは，他の利用者との交流を期待

するからである，⑥利用者どうしの協働をつうじ
て，新しいビジネスやサービスなどが生み出され
ている，⑦個々の利用者によって新しいビジネス
やサービスなどが生み出されている，⑧自身が運
営するスペースの利用者を増加させたい，⑨自身
が運営するスペースの現状に満足している，⑩ス
ペースの運営単体で利益が出ている，の 10項目
である。なお，⑩以外の 9項目の回答は，回答者
である運営責任者の認識を示している 19）。
　これらの項目間と①施設から⑥成果に関する相
関を検討する（表 14を参照）。言及に値すると考
えられる結果は下記の通りである。
　①施設についてみると，面積が広いスペースほ
ど，コワーキングスペース単体で利益が出ている
傾向にある（0.246）。
　②運営組織に関する項目と現状認識については
次の結果を得られた。運営に携わるスタッフ数が
多いほど，現状に満足しており（0.198），コワー
キングスペース単体での利益が増える（0.236）。
スタッフ数が増えるほど，スペース単体での利益
が増大し，満足度も高まると読み解くことができ
る一方で，利益が出ていることで満足度も高まり，
スタッフ数を増やすことができるという解釈も成
立する。また，労働時間および労働日数と現状の
満足度およびコワーキングスペース単体での利益
の間に相関は見られない。このことから，運営責
任者が長時間働いたとしてもスペース単体での利
益に結びつかないことが示唆される。
　⑤利用者に関する項目と現状認識については次
の結果を得られた。利用者数が増えると，利用者
間の相互交流が図られなくなると運営責任者たち
が考えるようになる（-0.174，5％水準）。これと
同様に，運営責任者との交流を期待して，スペー
スを利用しているわけではない，と運営責任者は
考えるようになる（-0.187）。すなわち，利用人
数の増加とともに，相互の交流が困難になってい
くと運営責任者が認識していることが示唆され
る 20）。
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　また，利用者数が増加するにつれて，利益を増
加させたいと運営責任者たちは考えないように
なっていく（-0.204）。つまり，青天井で利用者
を増やし，利益を上げたいというわけではなく，
運営責任者が利用者について一定の上限を有して
いることが示唆される。上述のように，人数の増
加とともに交流が難しくなることがこうした関係
が見られる一因かもしれない。利益を増加させる

ためには利用者数の増加は不可欠であるものの，
人数の増加に伴い問題も生じる。それゆえ，利用
人数と現状に満足という項目の間には，強い関係
が見られないのかもしれない（0.173，5％水準）。
　利用時間が長いほど，利用者は仕事がはかどる
からスペースを利用すると運営責任者たちは思う
ようになっていく（0.161，5％水準）21）。これら

表 14　運営責任者の現状認識との相関

21）こうした関係は，ドロップイン利用者には確認されない。
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表 15　スペースに関する現状認識の相関

は，利用時間が長いほど，利用者間の協働による
新製品やサービス（0.202），利用者単独での新製
品やサービスの開発（0.259）が成し遂げられて
いることにも反映されている。利用時間の増加は，
コワーキングスペース単体での利益も高める傾向
にある（0.269）。
　会員の割合が増えるほど，スペースの利用者間
の相互交流が高まり（0.214），コワーキングスペー
ス単体での利益が上がり（0.146，5％水準），スペー
ス運営の現状に満足する（0.152，5％水準）と考
えられる。ただ，会員の割合と相互交流の関係ほ
ど，会員の割合と利益や満足度の結びつきは強く
ない。
　⑥成果に関する項目と現状認識については次の
ような結果を得られた。表 15に示されているよ
うに利用者どうしの相互交流を促進するために，
運営責任者が働きかけているほど，利用者どうし
が自ら進んで名刺交換をするなど，交流を図って
いる。この関係は，係数が 0.552と強い相関が見
られた。スペース内の相互交流に向けた運営責任
者の働きかけが利用者間の交流に効果があると運
営責任者が認識していることが示唆される。
　利用者どうしの相互交流を促進するために，運
営責任者が働きかけているほど，利用者どうしの
協働をつうじて（0.461），また個々の利用者によっ
て（0.388），新しいビジネスやサービスが生み出
されている。どちらの項目も運営責任者の働きか
けの程度と強い相関が見られた。
　利用者どうしが自ら進んで名刺交換をするな

ど，交流を図っているほど，利用者どうしの協働
をつうじて（0.608），また個々の利用者によって
（0.520）新しいビジネスやサービスが生みだされ
ている。どちらの項目も利用者間の交流の程度と
かなり強い相関が見られた。上記と合わせると，
運営責任者は，利用者間の交流がスペース内での
新たなサービスやビジネスの生成に結びつくと認
識していることが示唆される。
　利用者どうしが自ら進んで名刺交換をするな
ど，交流を図っているほど，自身が運営するスペー
スの現状に満足している。これは，係数が 0.168
（5%水準）と高くはないものの相関が示唆された。
　利用者どうしが自ら進んで名刺交換をするな
ど，交流を図っているほど，スペースの運営単体
で利益がでている。これは，係数が 0.215とやや
強い相関が見られた。なお，利用者間の相互交流
を高めるための運営責任者の働きかけの程度と，
スペース単体での利益の程度には相関が見られな
かった。
　利用者どうしの協働をつうじて（0.225），また
個々の利用者によって新たなビジネスやサービス
が生み出されているほど（0.243），自身が運営す
るスペースの現状に満足している。どちらの項目
についても，スペースの現状への満足度とやや強
い相関が見られた。
　利用者どうしの協働をつうじて（0.205），また
個々の利用者（0.230）をつうじて新たなビジネ
スやサービスが生み出されているほど，スペース
の運営単体で利益が出ている。どちらの項目につ
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いても，スペースの運営単体の利益の程度とやや
強い相関が見られた。上記の関係と合わせると，
運営責任者は，利用者間の交流や，スペース内で
の新たなビジネスやサービスの生成が現状への満
足や事業の利益に結びつくと認識していることが
示唆される。ただ，これらの項目間の関係に注目
すると，「スペース内での相互交流の程度と新た
なビジネスやサービスの生成の程度」との係数と，
「新たなビジネスやサービスの生成の程度と現状
への満足度やスペース単体での利益の程度」との
係数の間にはかなり開きがある。したがって，運
営責任者は，相互交流は新規ビジネスあるいは
サービスの生成をかなりの程度もたらすと捉えて
いるものの，それらが現状への満足度やスペース
事業の利益にそれほど結びついていないと認識し
ているものと考えられる。
　ここで表 14に再び着目しておく。利用者数が
多いほど，現状に満足し（0.173, 5%水準），利
益を増加させたいと思わなくなる（-0.204）。同
様に，売上が高いほど，現状に満足し（0.208,
5%水準），利益を増加させたいと思わなくなる
（-0.282）。スペースの運営単体で利益が出ている
ほど，自身が運営するスペースの現状に満足して
いる。この関係は，係数が 0.456と強い相関が見
られた（表 15を参照）。
　スペースの面積（0.246）および座席数（0.366）
が増すほど，コワーキングスペース単体での利益
は上がる。これはどちらの項目についてもやや強
い相関が見られたが，上述のように座席数のほう
が結びつきは強い。運営責任者の労働時間・日数
とコワーキングスペース単体での利益の間には相
関が見られない。売上と同様，労働時間・日数
が必ずしも利益に結びつかないことが示唆され
る。利用者数が多いほど（0.263），売上が高いほ
ど（0.374），スペースの運営単体での利益が高い。
これらの関係は表 14に示されている。

3.7　横断的な分析
　ここでは，これまで 6つのパートに分けて分析
した内容を横断的に検討しておく。ただし，下記
の記述は仮説に過ぎず，さらに精緻な分析を行う

という今後の課題がある点には留意しながら，6
点に分けて議論を進める。
3.7.1　施設の特徴
　スペースの面積が広い場合，座席数も多くなる。
こうした関係は 3.1.1の図 1に示されていた。ま
た，座席数の多いスペースは利用者も多く，彼（女）
らの利用時間も長い。3.6.2に示されていたよう
に利用者が多いスペースは利用者間の協働による
新製品やサービス（0.202），利用者単独での新製
品やサービスの開発（0.259）が成し遂げられて
いる。利用時間の増加は，コワーキングスペース
単体での利益も高める傾向にある（0.269）。
　つまり，スペースの面積を広くし，利用者の確
保と利用時間の増加を図ることで，利用者間での
情報がより多く共有されるようになり，新製品や
サービスが生成されやすい場が形成されていると
考えることができる。
3.7.2　コミュニティ形成の重視度とイベント数
　コミュニティ形成とイベント数の関係につい
て，複数の相関分析をもとに検討しておく。コワー
キングスペースにおけるコミュニティ形成を重視
するほど，利用者間の交流を促す機会の 1つとし
てイベントを開催する頻度が増すことが想定され
る。ただ，本調査の結果，双方の間に相関は見ら
れなかった（10％水準の有意確率で係数が 0.124
と，ごく弱い相関にとどまる）。
　この背景には，運営責任者の認識と実践あるい
は現実との間にギャップがあることが示唆され
る。というのも，コミュニティ形成を重視してい
るほど，スペースにとってイベントは重要であり
（0.368），イベントを契機にスペース内（0.361）
およびスペース外（0.316）の人々との相互交流
が促進されるという傾向が確認されるからであ
る。つまり，運営責任者は，イベントが相互交流
やコミュニティの形成にはつながると認識してい
ると考えられる。くわえて，イベントがスペース
にとって重要であるほど（0.278），またイベント
を契機にスペース内（0.147, 5%水準）およびス
ペース外（0.191）の人々との相互交流が促進さ
れると運営責任者が思っているほど，イベント数
は多い。
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22）上記の相関係数より，運営責任者は，イベントはスペー
ス内部よりもスペース「外部」との相互交流に効果がある
と認識していることが示唆される。

　以上のような傾向が見られるにもかかわらず，
コミュニティ形成の重視度とイベント数の結びつ
きが弱い理由の 1つとして，イベントの効果は認
識しているものの，実際にはイベントを頻繁に開
催できない現実があると考えられる 22）。これは，
イベントの企画が利用者から提案されることが多
い場合や（0.229），イベントの講師等を利用者が
務めることが多い場合に（0.243），イベント数が
多くなる，という相関からも推察される。つまり，
運営責任者もしくはスタッフだけのマンパワーで
イベントを頻繁に開催しにくく，利用者が企画や
開催に積極的に参画することが求められる状況に
ある。それゆえイベントに関して運営責任者の認
識と実態の間にギャップが生じていると思われる。
3.7.3　イベント数と会員割合
　イベントの回数は会員割合と直接には相関しな
い。ただ，イベントの回数を増やせば，利用者間
の相互交流が深まる可能性は弱いながらもありう
る（0.127, 10％水準）。したがって，イベントを
増やして，利用者間の相互交流を高められれば会
員の割合は高まると考えられる。
3.7.4　スペース以外との連携の程度とイベント
重要度，イベント数，売上
　以下では，スペース以外の主体との連携の程度
が高まると，運営責任者がイベントを重要である
と認識するようになり，その結果としてイベント
数を増加させ，売上の向上を志向するという経路
が成立しうることを提示しておく。3.3.1では企
業，行政，NPO，公的機関のいずれかの主体と
連携しているスペースは，残りの 3つの主体とも
連携が深いことが示されていた。また，このよう
なスペースは，スペース運営にとってイベントが
重要であると認識していることを 3.4.2で示した。
さらに，運営責任者がイベントを重要視している
ほど，イベント数は増加する傾向にある。より具
体的には，3.4.1で示したように，①イベントは
スペースにとって重要な収益源である（0.212），
②イベントを契機にしてスペース外の相互交流が

促進される（0.191），③スペースの利用者の相互
交流が促進される（0.147，5%水準），④イベン
トの善し悪しはスペース運営の重要課題であると
いう認識（0.144，5%水準）をスペースの運営
責任者が有しているほど，イベント数は多くなる
傾向にある。こうしたイベント数増加の結果，売
り上げが上昇する傾向にあることを 3.6.1で示し
た（0.278）。
3.7.5　労働時間，利用時間，売上
　運営責任者の労働時間と利用時間，売上の関係
についても，複数の相関分析をもとに検討してお
く。本調査の結果，会員およびドロップイン（一
時利用者）の平均利用時間および運営責任者の労
働時間・日数と売上の間に相関は見られなかった。
また，これらの項目とスペース単体との利益につ
いても，会員の利用時間（0.269）以外に相関は
見られなかった。なお，運営責任者の労働時間が
増えるほど，会員（0.277）およびドロップイン
（0.353）の利用時間は増えるという傾向が見られ
る。
　これらから，運営責任者の労働時間および利用
者のスペース滞在時間と成果（売上と利益）との
間には強い結びつきを見出せない。この背景には，
コワーキングスペースの課金システムと利用実態
があると考えられる。多くのコワーキングスペー
スでは，料金が利用時間に応じて 1次関数的に増
えない。つまり，会員の場合，月額固定料金制が
支配的であり，ドロップインの場合，1日 1,000
円のような回数にもとづく料金設計，もしくは「2
時間 500円，半日 1,000円」などのように，時
間あたりの料金が逓減していく料金体系が採用さ
れている。
　くわえて，利用者はそれほど多くなく，稼働率
は低いものの，当該利用者が長時間利用するとい
うケースも散見される。以上のことから，利用時
間が成果に結びつきにくいと考えられる。
3.7.6　売上と利益
　コワーキングスペース事業における売上と利益
の関係について，複数の相関分析をもとに検討し
ておく。本調査の結果，売上と利益の間に差異が
見られる項目が複数あった。なかでも，コワーキ
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ングスペースという場の性質上重要と考えらえ
る，スペース内の相互交流の程度とスペース内
において新規ビジネスやサービスが生成されてい
る程度に注目してみると，いずれの項目も売上と
の間には相関は見られないが，スペース単体との
利益には結びついていた（相互交流が深まるほど
（0.215），利用者どうしの協働をつうじて（0.205），
また個々の利用者（0.230）によって新規ビジネ
スやサービスが生成されているほど，スペース単
体での利益は高まるという傾向が確認される）。
　この背景には，3.7.5と同様に，たとえば，コワー
キングスペースという事業の特性が関係している
と考えられる。具体的には，コワーキングスペー
ス事業は，基本的に場所貸し事業であるため，費
用の大半はスペースの賃料である。スペース運営
を副業として展開すれば，当該費用を抑制可能で
ある。また，人件費についても，個別接客業務が
なく，運営責任者のみの場合，あるいはスタッフ
を追加する場合もインターンや学生等を活用する
ことにより，低コストで事業を展開できる。さら
に，固定費だけでなく，開設時の初期投資（スペー
スに設置する机や椅子といった什器類など）を抑
えれば，損益分岐を上回りやすい事業構造を設計
できる。
　つまり，コワーキングスペース事業は，ビジネ
スの特性上，売上はそれほど伸びなくても相対的
に利益を生み出しやすいといえる。それゆえ，た
とえば，相互交流やスペース内での新規ビジネス
の生成といった項目が，売上よりも利益に結びつ
きやすいと考えられる。

4.　分析結果のまとめ

　最後に，本調査にもとづく主な発見事実を表
16にまとめておく。今後は，下記の発見事実に
ついての理論的・経験的検討が求められる。
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表 16　2014 年度調査にもとづく主要発見事実
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